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（単位：千円）
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文書法規事務費 ○ S25 63 5 ○ 14,969 0 0 14,969 ○ ○ ○ ○ ○ △ 17

情報公開制度推進事業費 ○ S61 27 3 ○ 1,676 0 515 1,161 ○ ○ ○ ○ ○ △ 53

2 2 0 0 8 2 0 16,645 0 515 16,130 2 0 0 0 1 1 0 0 1 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 △ 70

平成２４年度事務事業評価結果（課・室）総括表

評価に基づく今後の対応

情報公開・法制課課・室名

会計区分 一般会計

活動指標1結果分類 活動指標2結果分類 成果指標1結果分類 成果指標2結果分類

経過
年数

事務区分

平成
24年度
予算額

財源内訳同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

事　　　　業　　　　名
福井新々元気
宣言における

位置付け

事業区分

事業
開始
年度



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

5 □ ■ 年度 ■ 自 治 事 務

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 経過年数 ー 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

20年度 21年度 22年度 23年度

15,456 16,632 16,735 15,176

15,666 15,363 16,708 18,229

14,684 13,412 14,989 16,810

46 47 29 54

4 4 4 4

37,981 35,017 37,082 24,185

68 85 78 70

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

一　般　財　源

△ 0.5%

5.1%

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標 顧問弁護士相談件数

条例制定等件数

顧問弁護士の設置（人）

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

平成24年度予算額

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

16.7%

0.0%

財源内訳

　・顧問弁護士の設置
　・条例、規則等の審査、法規集等の整備
　・訴訟事務
　・法規事務支援システムの運用（条例、規則等のデータベース整備により、制定改廃業務や審査業務を支援し、県民にも提供）
　・公益法人制度改革に伴う公益認定等委員会の運営

区　　　　　分

Ⅱ

区　　　　　分

14,969

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言に
おける位置付け

　文書および法規事務の円滑な遂行を図る。

県　単 補 助 金

法規事務支援システムアクセス件数

事　業
開　始
年　度

実行予算

事務区分

△ 12.2%

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

Ⅱ

事業効果
の推移

4

2.2%

事　業
区　分

15,177

24年度

△ 0.3%

含まれる事業数

　H20.3.27供用開始　システム変更に伴い、H23.10～ログインユーザーのみのカウント方式に変更

年度〔〕／整備目標

総務

そ の 他

事業終了
予定年度

その他

S25

63

国　庫

評価に基

づく今後

の 対 応

■

□

□整理統合

見直し額

□

□

□

拡　　充

廃　　止 □

継　　続

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

縮　　減

休　　止

千　円△ 17

14,969

14,969

　顧問弁護士への相談により、複雑、困難化した事案への対応がなされており、法規事務等
の円滑な遂行が図られている。
　また、法規事務支援システムについては、条例・規則の制定、改正事務の円滑な実施のた
め活用されている。

　文書および法規事務の円滑な遂行を図る必要があり、経費削減を図りつつ、今後とも継続
する必要がある。

・国の公益法人制度改革に伴い、平成19年度に公益認定等委員会を設置
・平成19年度の法規事務支援システムの機器リース終了にあわせ、従来の機
器・システムの賃貸借を、事業者の管理するデータセンターの機器を使用して
法規システムのサービスを受ける方式に改めた。

Ⅰ

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

情報公開・法制 　Ｇ法制　課

Ⅳ

所　属

文書法規事務費

〕　＝　〔

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

－1－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

3 □ ■ 年度 ■ 自 治 事 務

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 経過年数 － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

20年度 21年度 22年度 23年度

1,732 2,108 2,097 2,150

1,649 1,508 1,157 1,646

1,591 603 739 1,227

11,149 10,436 14,120 13,729

18 7 0 10

11,134 10,421 14,104 13,713

7 2 0 2

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

含まれる事業数
事　業
区　分

　・公文書公開制度の適正な運営
　・公文書公開審査会の開催
　・個人情報保護制度の調査研究
　・個人情報保護審査会の開催
　・行政資料の収集、保存および提供

区　　　　　分

国　庫

Ⅰ

事　業
開　始
年　度

1,676

そ の 他

S61

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

情報公開・法制 　Ｇ情報公開・文書　課

千　円△ 53

1,676

515

1,161

　情報公開および個人情報保護に対するニーズは高く、不服申立て事案への対応も含めて、
制度の円滑な運用がより一層求められている。

　情報公開および個人情報保護に係る事務の円滑な遂行を図る必要があり、経費削減を図り
つつ、今後とも継続する必要がある。

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

縮　　減

休　　止

□

□

□

拡　　充

廃　　止 □

継　　続

27

補 助 金

実行予算

評価に基

づく今後

の 対 応

■

□

□整理統合

見直し額

90.5%

8.7%

所　属 総務

審査会の開催は年度毎の不服申立て件数により変動する。

事業終了
予定年度

その他

審査会の答申件数は年度毎の諮問件数により変動する。

年度〔〕／整備目標

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

〕　＝　〔

事業効果
の推移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言に
おける位置付け

　情報公開および個人情報保護に係る事務の円滑な遂行を図る。

県　単

87.0%

事務区分

一　般　財　源

区　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

平成24年度予算額

財源内訳

請求対象文書件数

審査会開催回数

決定文書件数

審査会答申件数

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移 2,131

24年度

8.8%

8.7%

計 画 の 達 成 状 況

情報公開制度推進事業費

年度整備水準〔

5.7%

3.1%

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標

－2－


